
No.1

主担当 現状 評価の観点 達成度判断基準 判定基準 備考

全職員 【成果指標】 いしかわの食・農・環境について関心が高まった生徒の割合は

各年次 Ａ　９０％以上

各コース Ｂ　７０％以上

各研究会 Ｃ　５０％以上

Ｄ　５０％未満

保健課 【成果指標】 校内の環境美化に積極的に取り組んでいると答えた生徒が

特活課 Ａ　９０％以上

各年次 Ｂ　７０％以上

各分掌 Ｃ　５０％以上

各コース Ｄ　５０％未満

教務課 【成果指標】 翠星タイムを通して、基礎学力が向上したと思う生徒が

各年次 Ａ　９０％以上

各教科 Ｂ　７０％以上

Ｃ　５０％以上

Ｄ　５０％未満

教務課 【満足度指標】 授業が「分かりやすい」と感じている生徒が

各教科 Ａ　９０％以上

全教員 Ｂ　７０％以上

Ｃ　５０％以上

Ｄ　５０％未満

進路指導課 【成果指標】
各学年に応じて、明確に進路目標を掲げた生徒、進路実
現を達成した生徒が

各年次 Ａ　１００％である

各学科 Ｂ　９５％以上１００％未満である

Ｃ　９０％以上９５％未満である

Ｄ　９０％未満である
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重点目標 具体的取組
１ 地域の食や農業、

環境問題に積極的
に関わり、地域の
活性化に貢献する
意欲と態度を育成
する。

① ふるさと石川の食・農・
環境について関心を持
ち、理解を深めるための
講演会、研究発表会等を
実施する。

１年次の農業科目や２年次以降
のコース・分野の特徴を生かし
た授業や講演会等を通して興味
関心が高まるような取組を行っ
てきたが、今年度も継続してい
しかわの食・農・環境に理解が
深まるよう取り組んでいく必要
がある。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

７月、１月に生徒を
対象にアンケート
を実施

ふるさと石川の
食・農・環境に
ついて関心が高
まっている。

② 校内環境美化に積極的に
取り組む。

昨年度のアンケート調査結果では
88.4%の生徒が取り組んでいるが、
Ａ評価の90％には僅か及ばず、Ｂ評
価であった。さらなる改善と環境美
化推進に向け、教職員はもとより環
境美化委員や保健委員会等の生徒委
員会活動の取り組みから波及して全
校生徒で環境美化に取り組むよう努
めたい。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

７月、１月に生
徒を対象にアン
ケートを実施

校内の環境・美
化に積極的に取
り組んでいる。

７月、１月に生
徒を対象にアン
ケートを実施

朝学習（翠星タ
イム）に取り組
み、基礎学力を
身につける。

② 研究授業や互見授業を通
して、授業における工
夫・改善、効果的なＩＣ
Ｔの導入方法などを知る
ことで、授業改善に積極
的に取り組む。

昨年度「授業が分かりやすい」
と回答した生徒の割合は78.7％
であった。この結果を踏まえ、
研究授業週間や校内GIGA研修を
活用し、組織的に授業改善を進
めていく必要がある。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

７月、１月に生
徒を対象にアン
ケートを実施

分かりやすいと
満足している生
徒が増えてい
る。

① 朝学習（翠星タイム）を
通して、学びの姿勢を身
につけると共に、基礎学
力向上が実感できるよう
になる。

昨年度「翠星タイムを通して基
礎学力が向上した」と回答した
生徒の割合は８割以上であっ
た。今後、朝学習にスタディサ
プリなどをより活用し、中学校
の学び直しや基礎学力の定着、
個別最適な学習を行う体制づく
りについて検討して行く必要が
ある。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

年２回の進路希
望調査、及び、
年度末に進路指
導課による集計

就職や進学にお
いて、生徒の進
路実現を図る。

２ 学習意欲の向上と
進路に応じた学力
の定着を図るとと
もに、進路実現に
向けて指導体制の
充実に取り組む。

③ ３年間を見通し、各年次
に応じた計画的・自律的
な学習を行い、明確な進
路目標を持ち、その実現
のための意欲が旺盛な生
徒を育成する。

求人数増加に伴う就職志望生徒の選
択幅の拡大や、４年制大学への進学
志望者の増加など、生徒を取り巻く
環境や生徒自身の志望傾向が徐々に
変化してきている。的確な情報収集
に努め、正しい思考・判断を促すと
ともに、生徒の希望に沿った進路実
現を達成したい。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討



No.2

主担当 現状 評価の観点 達成度判断基準 判定基準 備考

生徒指導課 【成果指標】 自発的に挨拶ができたと答えた生徒の割合は

全教職員 Ａ　８０％以上

各年次 Ｂ　７０％以上

農業クラブ Ｃ　６０％以上

Ｄ　６０％未満

生徒指導課 【成果指標】 基本的な生活習慣が身に付いたと答えた生徒の割合が

全教職員 Ａ　９０％以上

各年次 Ｂ　８０％以上

農業クラブ Ｃ　７０％以上

Ｄ　７０％未満

生徒指導課 【成果指標】
「いじめがなく安心・安全な学校である」と感じている
生徒の割合が

全教職員 Ａ　９０％以上

各年次 Ｂ　８０％以上

Ｃ　７０％以上

Ｄ　７０％未満

特活課 【成果指標】 部や研究会活動などに積極的に活動する生徒の割合は

農業クラブ Ａ　８０％以上

全教職員 Ｂ　７０％以上

各年次 Ｃ　６０％以上

Ｄ　６０％未満

農業クラブ 【満足度指標】
農業クラブ活動への参加を通じて専門の分野に対する学
習意欲が高まった生徒の割合が

農業科 Ａ　７０％以上

各研究会 Ｂ　６０％以上

各コース Ｃ　５０％以上

Ｄ　５０％未満

全教職員 【成果指標】 超過勤務ガイドライン上限45時間を下回る職員の割合が

Ａ　７５％以上

Ｂ　６０％以上７５％未満

Ｃ　５０％以上６０％未満

Ｄ　５０％未満

令和８年度　学校経営計画に係る自己評価計画書

石川県立翠星高等学校

重点目標 具体的取組

７月、１月に生
徒を対象にアン
ケートを実施

自発的に挨拶が
できる生徒が増
加している。

② 基本的な生活習慣の確立
を目指し、遅刻や欠席者
の減少に取り組む。ま
た、農業クラブや公安委
員会による啓発活動を実
施し、無遅刻への意識を
高める。

健康で安定した学校生活を送る
ためには、基本的な生活習慣の
確立が重要な要素である。登校
指導や無遅刻月間の取組みをさ
らに推進し、生徒への指導と保
護者の協力を得た連携した取り
組みを徹底する必要がある。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

７月、１月に生
徒を対象にアン
ケートを実施

基本的な生活習
慣が身につき、
遅刻者が減少し
ている。

① 教職員から積極的に挨拶
を行い、始業・終業時の
挨拶に統一を徹底する。
登校指導でも指導する。
また、農業クラブによる
啓発活動を実施し、朝の
挨拶への意識を高める。

昨年度のアンケート調査では「自発
的に大きな声で挨拶ができた」と答
えた生徒の割合は74.9％、Ｂ評価で
あった。毎年挨拶ができるようには
なってきているが、更なるレベル
アップした挨拶を目指し、全職員と
生徒が一体となって挨拶活動を行う
ことが必要がある。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

生徒指導課によ
り実施する、ア
ンケートによる
集計

アンケート結果
により、いじめ
の防止に向けた
取組を全教職員
で連携して行っ
ている。

４ タイムマネジメン
トに基づき、効率
的な部活動や課外
活動を推進し、活
力ある学校づくり
に取り組む。

① ガイドライン内の活動時
間であっても、講習会、
講演会などを積極的に取
り入れ、効率的に部活動
や研究会活動の活性化に
取り組む。

昨年度のアンケート調査で「部
や研究会活動に積極的に活動し
ている」と答えた生徒の割合は
71％で、昨年度に比べると減少
した。教員の多忙化改善ともバ
ランスを取りながら活性化を
図っていく。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

７月、１月に生
徒を対象にアン
ケートを実施

部や研究会活動
などに積極的に
活動する生徒が
増加している。

３ 社会人として必要
な生活習慣や規範
意識、他者への敬
愛と協力を重んず
る態度を育成す
る。

③ 集会・ＨＲなど様々な機
会を通して、他者への敬
愛と協力を尊重する姿勢
や態度を育て、いじめ等
の防止に繋げるために全
教職員が連携している。

昨年の評価は、Ｄ評価であっ
た。他者への理解やそれを尊重
する態度が十分育っていないが
ためのトラブルがいくつか見ら
れる。学校全体で他者理解や敬
愛・協力の態度を育成し、いじ
めの防止に向けた取り組みを徹
底する必要がある。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

時間外勤務調査
の結果を集計

働き方改革の意
味合いを、職員
が共有化し多忙
化改善に向けた
取り組みにより
時間外勤務時間
が減少する。

② 農業クラブ活動の内容を
充実し、生徒の参加を通
じて、その意義を理解さ
せ、生徒の農業及び関連
分野に対する関心及び学
習意欲を高める。

近年は、農業クラブ全国大会で
優秀な成績を収めているが、一
部の生徒たちの取り組みであ
る。全校生徒が、積極的に農業
クラブの意義を理解し、専門分
野に対する意識や全国大会に向
けた農業クラブ活動への参画意
識を高める必要がある。

Ｃ、Ｄの場
合は指導
法、方策を
再検討

７月、１月に生
徒を対象にアン
ケートを実施

農業クラブ活動
への参加を通じ
て専門分野への
学習意欲が高
まった生徒が増
加している。

③ 統一的な取り組みや学校
独自の多忙化改善を進め
ることで、時間外勤務時
間の削減に取り組む。ま
た次年度の効果的な取り
組みのためにデータの分
析・調査を進める。

昨年度の勤務時間の数値は、一
昨年度に比べわずかではあるが
改善がみられた。しかし、定時
退校日や業務改善への意識は、
向上したとはいえない。さら
に、適切な時間外勤務平均値と
なるように努力する必要があ
る。

Ｃ、Ｄの場
合は取組、
方策を再検
討


